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主 催 : 一般社団法人日本相続学会 ・ 第９回研究大会実行委員会 

期 日 :  2021 年 10 月 22 日・23 日 

会 場 ： 日本教育会館 

  



 

 

 
日本相続学会 設立趣意書 

  

（問題提起） 

「相続とは、亡くなった人の財産を家族などの相続人が受け継ぐこと」と定義されます。現

在、多くの国民の相続に関する関心事は、財産分割の行方と相続税に向けられています。その

結果として遺産分割協議が整わず、長期間にわたる調停・審判等による遺産分割（争族）が増

加している事実は周知のとおりです。 

相続人同士の争いは、これまでの良好な「感情的係わり合い」を憎しみに変化させ、兄弟姉

妹が絶縁状態になる等の不幸を招きます。そして国民生活を支える基礎集団である「家族」の

幸福追求する力の低下を招くという結果を憂います。 

このたびの東日本大震災は、日本人が戦後の経済至上主義のなかで、不合理として捨て続け

てきたものが、実は人間が生きていくうえで、不可欠であったことを示唆していることは、既

に多くの指摘がなされているところです。 

この機会に、相続に関係を持つ専門家の知恵を結集し、円満かつ円滑な相続のあり方につい

て研究し、その成果を国民に公開することが必要ではないでしょうか。 

 

（志） 

日本相続学会は、「円満かつ円滑な相続」を目標とし、①相続学という学問領域を確立する

こと ②会員が地域で連携すること ③会員が情報交換と研鑽を重ねること ④研究成果等の

情報を広く社会に公開すること ⑤適時、政府に対して政策提言を行うこと 等の課題に取り

組まなければならないと思います。 

本学会は、円満かつ円滑な相続が広く普及し、国民の幸福な生活に資することを目的として、

相続に関連を持つ様々な実務家・関係者・研究者の参加を得て設立されるものです。 

本学会の設立趣旨に賛同し、ともに円満かつ円滑な相続の実践と研究に情熱を傾けようと

する皆様の参加を心から呼びかけます。国民の期待に積極的に応え、今こそ２１世紀の日本社

会の課題に立ち向かおうではありませんか。 

  

２０１２年１１月  

 

呼びかけ人 伊藤久夫（ＦＰ・相続アドバイザー） 池畑芳子（税理士） 

吉田修平（弁護士）         宮田浩志（司法書士） 

平川 茂（税理士）         中尾徳彦（家裁調停委員） 

内藤 雄（相続アドバイザー）    榊原正則（保険専門紙） 

中島 誠（司法書士）        佐藤健一（税理士） 

酒井利直（元信託銀行役員）     芳賀則人（不動産鑑定士） 

矢田尚子（日本大学准教授）     金子 充（経営コンサルタント） 

（顧問）平川忠雄（日本税務会計学会会長）    ＜順不同＞ 
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一般社団法人日本相続学会 第９回研究大会 開催要綱 

 

■大会総合テーマ：『 コロナと相続 』 

■大会趣旨： 

新型コロナウイルス感染症は、市民の移動と集合を自粛させることとなり、社会生活を

するうえで、その重要性を再認識することとなりました。また、これまでに積み重ねた行

動習慣や、価値観を排除しなければならず、私たちは行動や思考を原点から見つめる機会

を得ることになりました。 

この機会に改めて相続を見つめ、相続の原点を広く社会に問いかけることを通して、「円

満かつ円滑な相続」の普及と実現を目指します。 

 

■日 時（配信日時）：2021 年 10 月 22 日（金）・23 日（土）  

■会 場：日本教育会館 （東京都千代田区一ツ橋 2-6-2） 

■主 催：一般社団法人日本相続学会・第 9 回研究大会実行委員会 

■日 程： 

 

10 月 22 日（金） 

 

10 月 23 日（土） 

 

12:00 13:10 13:30           15:00 

休 

憩 

15:20                 16:45 

受 

付 

開会式 

学会賞

授賞式 

●基調講演 

『こころの相続』 

作家 五木寛之 氏 

●シンポジウム 

『コロナと相続』 

 

中会議室（７階） 

9:30               10:30 

移 

動 

休 

憩 

10:45            12:00 12:00 

●研究発表 

『所有者不明土地問題』 

(研究部会) 

●事例研究発表 

（３会場同時進行） 
閉会式 

703 号室 703・704・810 号室 703 号室 
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■基調講演 『 こ こ ろ の 相 続 』 

作家 五木 寛之 氏 

（ご注意：基調講演の録音・録画は一切できません。） 

 

■シンポジウム 『 コ ロ ナ と 相 続 』 

 

■研究発表 『所有者不明土地問題』(研究部会・敬称略） 

～令和３年民法・不動産登記法改正を相続実務の観点から深堀りする～ 

小柳 春一郎（獨協大学法学部 教授） 

吉田 修平（吉田修平法律事務所 弁護士） 

 

■事例研究発表 （３会場同時進行） 
 

一部                                       （敬称略） 

 

澁井 和夫 
債務者を信託受託者とする根抵当権の

相続税資金の借入利用の可否 
世田谷信用金庫 

伊藤 久夫 
円満かつ円滑な相続のための遺言書付

言事項 

株式会社ライフテー

ブル 

安部 貴史 みなし相続財産の活用法 
プルデンシャル生命

保険株式会社 

二部 

 

小林 正宣 コロナ禍の不動産業界 
株式会社クオリスコ

ミュニティ 

角田 祥子 
事業承継の円滑さを決定づけるファミ

リーミーティングの意義について 
税理士法人ネクサス 

赤坂 研史 
相続人のライフプランから考える遺産

分割方針の決定 

クローバーコンサル

ティング株式会社 

シンポジスト： 

宮田 百枝 氏 （麹町共同法律事務所） 

川原田慶太 氏 （司法書士法人おおさか法務事務所） 

本郷  尚  氏 （税理士法人タクトコンサルティング） 

松原 ゆかり氏 （有限会社ビクトリー） 

瓜生 寿子 氏 （プルデンシャル生命保険株式会社） 

コーディネーター： 

伊藤 久夫 氏   （一般社団法人日本相続学会 会長） 
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■参加費 

※会場参加・オンライン配信ともに同額  

※学生は上記の半額 

 

■参加申込 

申込開始： ２０２１年９月１日（水）午前９時～  （★開始日時前の申込は無効） 

申込締切： ２０２１年１０月１１日（月） 

申込方法： 
 
 

① 右記 QRコード参加申込フォームにて申し込みをお願いします。 

（チラシ裏面またはホームページから参加申込書をダウンロード 

し、記入のうえメールまたは FAXにて送付も可能です。） 

 

② 下記送金先に参加費を送金（手数料負担願います。） 

  

③ 参加費着金をもって受付完了とし、実行委員会からメールにて受付完了連絡。 

  

④ オンライン配信は、１０月１６日以降に実行委員会からメールにて、参加 ID・  

パスワードを送付（ID・パスワード送付後のキャンセル不可） 

  

（振込先） ・・・ 三菱 UFJ銀行 大津町支店 普通預金 0249069 

     日本相続学会研究大会 実行委員長 竹内裕詞 

 

 

■コロナ禍関連のご注意 

 会場参加の定員：５０名（先着順）以外の方はオンライン配信となります。 

 今回の研究大会は、会場参加とオンライン配信の併用を予定しておりますが、新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大状況により、会場参加が出来ない場合があります。そ

の際にはオンライン配信のみとなりますのでご了承願います。 

 

■キャンセル 

申込後、やむを得ず取消を行う場合、必ずメールまたは FAXにてすみやかに実行委員会

事務局へご連絡下さい。（参加費返金に伴う振込手数料は、参加者様負担とします。） 

 

区 分 早期割引 (9月 20日まで) 通常申込 (9月 21日以降) 

会 員 3,000円 5,000円 

一 般 5,000円 8,000円 
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変更の時期 キャンセル料 参加費返金 

2021年 10月 15日まで なし 参加費の 100％ 

2021年 10月 16日～当日 参加費の 100％ なし 

 

■緊急連絡 

自然災害、感染症、その他の事象により研究大会を延期または中止する場合は、本学会

ホームページにてお知らせします。 

 

■実行委員会事務局 

〒460-0003 名古屋市中区錦２丁目４－３ 錦パークビル 2階 

さくら総合法律事務所 内 

※事務局への連絡は、E-mailまたは FAXにてお願いします。 

 

■ 一般社団法人日本相続学会 

〒101-0021 東京都千代田区外神田６丁目９－６ 平川会計パートナーズ 内 

メールアドレス info@souzoku-gakkai.jp 

ＦＡＸ  050-3730-8835 

 

 

  

ホームページ ＵＲＬ http://souzoku-gakkai.jp 

大会用メールアドレス renraku@souzoku-gakkai.jp 

大会用ＦＡＸ  ０５０－３７３０－８８３５ 

mailto:renraku@souzoku-gakkai.jp
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■ ごあいさつ 

 

 

新型コロナウイルス感染症の世界的蔓延により、私たちはこれまでの行動様式の変更を

求められました。本学会においてもその影響は大きく、当初は困惑いたしましたが、理事

会において「コロナに負けない。コロナを言い訳にしない。」という本学会の姿勢を確認

し、今だから出来ること、今、発信すべきことに集中して取り組んでいくことを掲げまし

た。 

 

今回の研究大会は、テーマを「コロナと相続」といたしました。しかし、コロナによっ

て相続の根幹は変わることは無いと考えています。 

これまで、私たちは自由にどこまでも移動し、自由に人に会うという、移動と集合の自

由を駆使しながら、有形、無形を問わず様々なものを作り、壊してきました。今回のコロ

ナによって、私たちは、移動と集合の自由を制限されましたが、制限が解かれるまでの期

間に、私たちはこれまでの日常生活の有難さを自問する機会を得ました。まさにコロナに

よって雲が晴れ、物事の本質を見る機会を与えられたのではないでしょうか。その結果、

既得権のように思っていた移動と集合の自由、一人でも生きていけるという驕りは、有難

い、瞬間的なものであることに気づかされました。 

コロナによって相続の本質を改めて確認する機会を得たという意味で、今回の研究大会

は、作家の五木寛之さんから基調講演をいただくことにしました。所謂、税務署が評価す

る財産だけではなく、私たちは、それ以外の財産を多く相続し、相続させることを取り上

げていただきます。 

 

学会誌への投稿、研究大会での研究発表は、学会として会員の皆様への研究発表の機会

を提供しているものであり、欠かすことが出来ないことです。 

本学会では所有者不明土地問題と相続の関係の重要性に着目し、2018 年に研究部会にお

いて所有者不明土地問題ワーキングチームを構成し、３件のパブリックコメントを法制審

議会に提出しました。本年、民法、不動産登記法の改正が行われたことを受け、研究部会

からこれまでの経過を踏まえた研究発表をいただきます。 

また、事例研究発表では、相続の実務に携わる会員の皆様から、幾つもの貴重な発表を

いただきます。「円満かつ円滑な相続」のヒントを得ることが出来るはずです。 

 

今回も、皆様と一緒に「円満かつ円滑な相続」を追究したいと思います。どうぞよろし

くお願いいたします。 

 

一般社団法人日本相続学会 

会長 伊藤久夫 
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■ 学会賞 

＜敬称略＞ 

著作賞 

著作名：「不動産相続の法律相談」 

発 行： 青林書院 2020 年 8月 

執筆者： 吉田修平（弁護士）遠矢悟史（弁護士）竹内裕詞（弁護士）小池知子（弁護

士）永野達也（弁護士）片倉秀次（弁護士）茂野大樹（弁護士・税理士）宮尾

耕平（司法書士）上里好平（弁護士）赤堀文信（弁護士）大野健一（弁護士）

佐々木好一（弁護士）西田 誠（司法書士）水上 卓（弁護士）北村清孝（司

法書士）稲葉光治（司法書士）水野菜木（司法書士）森川紀代（弁護士）鈴木

崇裕（弁護士）岩永隆之（弁護士）友田 順（弁護士・不動産鑑定士） 

編集者： 吉田修平（弁護士） 

  

【要旨】（巻頭言を一部引用） 

 不動産は、そこに居住したり、店舗やオフィス等として利用する等の重要な資産であ

るとともに、一般的に国民が所有するものの中で最も高価な財産です。したがってある

人が亡くなり相続が発生した場合、亡くなった人の所有していた不動産についての熾烈

な紛争が発生する可能性が高まります。 

 不動産については、対象となる法律が、民法だけでなく借地借家法や不動産登記法等

の多岐にわたるため、不動産に関する問題の処理は複雑かつ難しいものとなりがちです。 

 また、相続についても、2018年 7月に民法（相続法）が改正され、配偶者居住権等の

新しい制度が創設されました。 

 このようなことから不動産に関して相続トラブルが発生すると、その解決はますます

難しくなっているとの現状があります。 

 そこで、本書では、実務上よく生じ得る不動産と相続に関する解決困難な問題をＱ＆

Ａ方式により網羅的に取り上げ、具体的な解決策を示すとともに、関連する多くの基本

的な問題についても丁寧な解説を試みています。 

  

【審査意見書から】 

 著作名のとおり、不動産相続を中心とした遺産相続における各種論点がＱ＆Ａ方式

でまとめられており、「事例→回答要旨→問題の所在・解説・あてはめ」という構成も

大変読みやすかった。 

 また、内容面についても、不動産相続で起こり得る法的問題や気を付けるべき論点

が多く取り上げられており、相続人本人だけではなく、代理人となるべき弁護士にと

っても大変有用な実務書ではないかと思う。 

 なお「不動産相続の法律相談」という著作名であるので、紙面の都合上も相続一般

についてのＱ＆Ａは省いてしまい、より不動産相続に特化した内容で構成していただ

くと、類書の差別化となり、さらに弁護士等の実務家にとって必携の実務書になるの

ではないかと思う。  
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● 優秀事例研究賞 

＜敬称略＞ 

「高齢者間の相続における諸問題」学会誌第 8号掲載  

著 者：高野良子 （福田耕治法律事務所 弁護士） 

  

【要旨】 

高齢の兄弟姉妹間で生じる相続における具体的事例（所在確認、意思能力問題、遺産

分割協議における調停利用の困難性、不動産の処理等）を紹介する。 

 

【審査意見書から】 

実際によく生じうる高齢者の相続問題について、複雑な事案の問題点を的確に把握

した上で分析し、本質に迫る実践を行っている。 

弁護士は利益相反をしてはならないのではあるが、このような高齢かつ心身共に完

全とはいえない複数の相続人がいて、大きな分割の方針が一致しているようなケース

においては、弁護士が全員の調整役として遺産分割をリードしていくことも十分あり

得るものと思われる。 

多数の姉弟が相続人となる場合、相続人に不在や認知症の方がいる場合等の問題は

増えているので、実践的で役立つと思う。 

 

 

 

「相続と祭祀承継」学会誌第８号掲載  

著 者：水上 卓 （日本橋法律会計事務所 弁護士） 

  

【要旨】 

 相続の際の祭祀承継について争いとなった事例をもとに、相続財産と祭祀財産の違い、

祭祀承継者の決定方法、祭祀承継で争いとならないための対策等について整理した。 

 

【審査意見書から】 

祭祀の承継というあまり目立たない問題について、独創的かつ丁寧な分析及び論述

を行っている。 

実際にトラブルになる事例も多くあると思われることから、円満・円滑な相続のた

めに重要な研究テーマであると思われる。適切な考察がなされ、思考過程・結論が適

切に示されている。 

祭祀財産の相続は、法律規定の役割が限られており、重要かつ厄介な問題であると

ころ、本稿は丁寧な考察を行っている。 

 

  



‐8‐ 

 

■ 基調講演               中会議室 (13:30～15:00) 

 

『こころの相続』 

 

 ▶ 講師：作家 五木 寛之（いつき ひろゆき）氏  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講師プロフィール  
 
五木 寛之（いつき ひろゆき） 
 
1932年、福岡県に生まれる。戦後、北朝鮮より引揚げ。早稲田大学文学部ロシア文学科
中退。1966年、『さらばモスクワ愚連隊』で小説現代新人賞、『蒼ざめた馬を見よ』で第
56回直木賞、『青春の門』で吉川英治文学賞を受ける。2002年度第 50回菊池寛賞、2010
年、NHK放送文化賞、第 64回每日出版文化賞特別賞を受賞。小説以外にも幅広い批評活
動を続ける。代表作に『風に吹かれて』『朱鷺の墓』『戒厳令の夜』『蓮如』『風の王国』
『大河の一滴』『TARIKI』『親鷺』(全 6巻) などがある。 
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■ 大会シンポジウム           中会議室 (15:20～16:45) 

 

テーマ「コロナと相続」～ 心の相続から考える ～ 

 

▶ シンポジスト 

宮田 百枝 氏   （麹町共同法律事務所） 

川原田 慶太 氏 （司法書士法人おおさか法務事務所） 

本郷  尚  氏   （税理士法人タクトコンサルティング） 

松原 ゆかり 氏 （有限会社ビクトリー） 

瓜生 寿子 氏   （プルデンシャル生命保険株式会社） 

▶ コーディネーター 

伊藤 久夫 氏   （一般社団法人日本相続学会 会長） 
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■ 研究発表               ７０３号室 (9:30～10:30) 

 

『所有者不明土地問題』 

～令和３年民法・不動産登記法改正を相続実務の観点から深堀りする～ 

 

発表者(研究部会） 

小柳 春一郎 氏（獨協大学法学部 教授） 

吉田 修平 氏 （吉田修平法律事務所 弁護士） 
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■ 事例研究発表               ７０３号室 （第１部） 

    

 

 

 

  
テーマ

債務者を信託受託者とする根抵当権の
相続税資金の借入利用の可否

 
コメント

甲の債務付き財産として乙に信託された不動産に設定されていた根抵当権が、信託受託者乙の信託借入に利
用された後、甲の死後確定することなく、相続後の相続人の借入債務に利用できたことを実証する事例であり、
民事信託を活用した相続事例として、参考になるものと思料する。

発　表　概　要

前提情報

１　母（甲）を委託者兼受益者、一人娘（乙）を受託者とする民事信託契約締結。（平成20年10月23日）
２　甲の相続人は、乙及び甲と養子縁組した乙の息子（丙）の二人
３　甲は配偶者であった夫とは死別
４　乙は夫と離婚し、現在は息子と同居
５　締結した民事信託契約の要点
①信託目的　甲の生涯を通じて甲にとって必要となる安定した生活・顔後・療養の資金及び費用の調達のため、
信託土地建物を担保に供すること、管理運用すること、権利調整すること、又は処分すること。
②信託期間　平成40年12月31日まで。　信託目的の達成が不可能となったとき（③ⅱの場合を含む）。
③受益者　ⅰ受益者は甲。ⅱ期間満了前に甲が死亡したときは、甲の受益権は甲の法定相続人に法定相続分
に応じて分割帰属する。
６　信託財産　土地2筆及び当該土地上の建物1棟　 委託者甲の既存債務と受託者乙の信託債務とを担保する
根抵当権4億円が設定されている。（信託時に信託不動産に設定されている根抵当権の債務者に信託受託者乙
を追加）

事例発表

〇甲が死亡した後、甲の遺産を相続した乙と丙は、相続税の支払い資金を借り入れるため、乙が信託受託者と
して信託財産に設定されていた根抵当権を利用したいと信託借入先金融機関に相談した。旧債務は信託勘定
内の借入れであり、新債務は相続人の固有の債務である。
〇法務・税務の検討を行った結果、債務者変更手続きにより、希望どおり実行できた。

問題点整理

１　利益相反　　信託受託者の借入と相続人固有の借入は分別されるべきであり、利益相反が発生しないか。
２　信託の終了の判断　信託契約の約定により信託は終了したとみるべきか。
３　相続と信託の関係　 相続と信託の関係をどう整理し、甲から債務を引受ける乙・丙と、新たな借入人 乙・丙と
の関係をどう整理し、根抵当権の確定についてはどう判定するのか。

問題解決へのアプローチ

１　信託契約の約定内容の解釈
２　相続による利益相反の解消
３　相続による債務引受手続及び根抵当権の存続

発表者 / 所属

澁井和夫/世田谷信用金庫
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■ 事例研究発表               ７０４号室 （第１部） 

    

 

テーマ

円満かつ円滑な相続のための遺言書付言事項

コメント

・付言事項作成にあたり注意したいこと
・付言事項を書くメリット、デメリット
について整理した.

発　表　概　要

前提情報

前妻の子の遺留分請求を抑止しながら、前妻の
子をわが子のように育ててくれた妻への感謝を
伝える。

事例発表

　鈴木一郎（仮称、以下「本人」という。）は若くして結婚し、Ａ子をもうけたが、当時、本人はギャンブルに興じて
おり、離婚となった。その後、養育費を送金することもなかったため、前妻はＡ子の養育が出来ないとして、本人
がＡ子を養育することになった。しかし、自分では養育できず、実家の親に預けることとした。その後、本人は会
社員となり、真面目に働くようになった。数年後、結婚することとなり、本人は、結婚前にＡ子の存在を明らかにし
たところ、妻は自分の子として育てると意思表示した。間もなく、Ｂ男・Ｃ子が生まれ、妻は、Ａ子を含めて三人の
子を育てあげ、現在も円満な関係にある。
　本人の財産は、①自宅の土地・建物、②Ｃ子自宅の土地（持分２/３）、③預貯金である。既に贈与済だが、Ａ子
が結婚する時に資金援助し、Ｂ男の自宅の土地（２/３）は本人が買い、後に贈与している。これら全ての財産形
成は、ゼロから本人、妻によって形成された。妻は、様々な仕事に従事し、財産形成に貢献したことが特筆され
る。
　本人は、Ａ子を引き取ったうえ、甘やかすことなく、自分の子と同様に育て続けた妻に対して、申し訳ない気持
ちとともに、感謝の念を持っている。自らの相続に際して、妻が生活に困ることが無いよう、自宅土地・建物や預貯
金は妻に相続させる。また、Ｃ子自宅の土地はＣ子に相続させる。Ｂ男の自宅土地は既に贈与しており、Ａ子は
結婚した時に資金援助しているので、相続させるものは無いとしている。Ａ子も、自分の立場を理解していると思
うので、相続でトラブルになることは無いと思うが、遺留分侵害額請求をしないよう、念のために意思表示したい。

問題点整理

A子の遺留分を侵害する内容である。

問題解決へのアプローチ

付言事項を添えることで、 遺言を作成した気持ちが相続人に届くよう、本人とともに検討した。

発表者 / 所属

伊藤久夫/（株）ライフテーブル
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■ 事例研究発表                ８１０号室 （第 1部） 

    

 

テーマ

みなし相続財産の活用法

コメント

発　表　概　要

前提情報

税法で定められた「みなし相続財産」であるが、税法においては本来の相続財産でないため、課税を逃れること
に繋がることを考慮し、これを「みなし相続財産」として課税対象である旨を明記している。一方、民法上は、原始
取得するものであると定められており、「みなし相続財産」の民法上の位置づけが確立されている。本来の相続財
産ではないため、遺産分割協議の対象にならなかったり、遺留分の対象にならなかったりという特徴があるが、特
別受益として持ち戻されることもあり、取扱いには注意が必要である。この「みなし相続財産」に該当する範囲に
は生命保険契約が主要な部分を占めているので、これについて考察したい。

事例発表

税法上は、相続税法第三条１項（①号から⑥号）および主に相続税法第四条～第九条に定められているが、こ
れらの条文についておさらいしたい。この中で特に、①号、②号、③号、⑤号が生命保険契約に関わる部分であ
るが、特に①号、⑤号については具体的な生命保険活用の事例を共有したい。
①号の事例は、相続放棄を考える場合の生命保険活用である。契約者・被保険者は被相続人、死亡保険金受
取人は相続人（相続放棄をする人）とする。被相続人には相続財産を超える負債があるため、相続が発生した時
には相続人は相続放棄をする前提となる。しかし、相続放棄をした場合でも、生命保険金を受け取ることができ
る。これは原始取得する財産となるからである。ただし、被相続人が生前に請求していなかった入院給付金等を
受けとってしまった場合は、「みなし単純承認」となり、相続放棄ができない可能性が高くなるため注意が必要で
ある。（弊社においては、死亡後に相続人が入院給付金の請求をするにあたって、相続放棄の可能性がないかど
うかをチェックすることとしている。）
①号の事例のもうひとつは、限定承認を考える場合の生命保険活用である。社長に個人債務が多い場合、後継
者は会社を継ぐことができない状態になる。これを限定承認をすることにより、債務は相続財産の範囲内に抑え
て、会社を引き継ぐ可能性を残す。この場合、自社株を取り戻す必要があるが、これを先買権を行使して、自社株
を買取り、経営権を取り戻すというスキームを紹介する。先買権は、先取特権の効力があるため、自社株を取り戻
すことが可能であるが、その買い戻すための資金が必要になる。これを生命保険金で準備する。
⑤号の事例は、年金受給権のリレー受け取りであり、本来の相続財産に該当しない範囲で、生活するための資
金を次々と相続人にリレーすることができる。この時、父親から母親、母親から娘にリレーする時の課税は、相続
等年金としての課税となり、申告が複雑になるので注意を要する。顧問税理士さんに一任することが望ましいが、
生命保険の担当者のフォローも重要となる。
「みなし相続財産」が特別受益にあたるか、あたらないかは残念ながら明確な基準が存在しない。「みなし相続財
産」を使って、財産隠しのような過度な財産配分をすることは慎むべきである。しかし、「みなし相続財産」ならで
はの事前対策への活用は充分に検討すべきであると考える。

問題点整理

「みなし相続財産」は税法上の考え方であるが、民法上の概念が非常に重要であり、生命保険はこの「みなし相
続財産」に該当するケースが多い。「みなし相続財産」だからできること、「みなし相続財産」でないとできないこと
を整理し、特別受益に当たるか当たらないかという注意点も考察したい。

問題解決へのアプローチ

あくまでも民法上の考え方を基に整理したい。相続放棄や限定承認した相続人が、生命保険を活用することによ
り、想定していた相続対策を実現することが可能となることに言及したい。

発表者 / 所属

安部貴史/プルデンシャル生命保険（株）
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■ 事例研究発表               ７０３号室 （第２部） 

    

 

テーマ

コロナ禍による不動産業界における諸変化

2020年4月7日に緊急事態宣言が発令され､その後､全国にコロナが感染拡大をしていきました｡今年に入ってか
らも感染の波は第3波、4波、5波と感染者数の著しい増加が継続しております｡このような状況の中で､多くの企業
が従業員の感染予防対策として｢テレワーク｣を推奨、実践してきました｡これにより、自宅で仕事をする人が増え､
長い時間を自宅で過ごすことにより､住環境に求める志向が変化してきました｡又､従業員の出社が少なくなり､事
務所スペースの縮小化が始まりました｡他方､緊急事態宣言により酒類の提供制限や大人数の会食が制限され､
特に飲食系の店舗が窮地に追い込まれております。

発　表　概　要

発表者 / 所属

小林正宣 / 株式会社クオリスコミュニティ

前提情報

コメント

相続財産における不動産は大半を占めることが多く､現状の傾向を理解しながら､今後の不動産の購
入･売却等を鑑み､検討材料としたいところである。

事例発表

(ⅰ)売買市場
1． マンション（新築.中古）
2． 戸建て（新築.中古）
3． 土地（価格推移）
　
(ⅱ)賃貸市場
1． 賃貸住宅（マンション.アパート .戸建）
2． 賃貸店舗
3． 賃貸事務所

問題点整理

問題解決へのアプローチ
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■ 事例研究発表               ７０４号室 （第２部） 

    

テーマ

遺産分割協議を相続開始前からﾌｧﾐﾘｰﾐｰﾃｨﾝｸﾞとして実施し、
円滑に遺産分割が進んだ事例

先代が存命中にﾌｧﾐﾘｰﾐｰﾃｨﾝｸﾞを開始することができれば、より有効なﾌｧﾐﾘｰﾐｰﾃｨﾝｸﾞが可能になる。

発　表　概　要

問題点整理

遺産分割については法定相続分ではなく、家の存続、事業の発展をその目的として分割を考えることができ
る。またファミリー企業の発展の源泉をファミリーの集結ととらえるなら、ファミリーも事業によって結びつきを深め
ることができる。

問題解決へのアプローチ

コメント

相続の話し合いを遺産分割協議と狭義でとらえないで、ﾌｧﾐﾘｰﾐｰﾃｨﾝｸﾞとしてとらえることによって相続を争族と
せず、想続とすることが可能になった。

前提情報・登場人物

事例発表

（前提情報）
被相続人相続開始前から兄弟の話し合いが始まる。分割ではなく、何のための相続なのか。被相続人は何を
望んでいたか。会社の発展と家の繁栄のために何が必要かなど、弊社がファシリテーターとなり対話を始めた。
（登場人物）
長男（会長）55歳　長女（社長）45歳　長女の長男25歳

被相続人はＡＡ工業の創業者である。AA工業は運送業を営み、創業65年、相続の時点で年商40億円利益率8％を安定的に実
現する企業である。
現社長は3代目、創業者から長男へそしてその妹になる長女へ社長がバトンタッチされてきた。
被相続人は3年近く療養生活を送っていたが、医師から余命数か月と言い渡された段階で、ﾌｧﾐﾘｰﾐｰﾃｨﾝｸﾞを開始した。
ﾌｧﾐﾘｰﾐｰﾃｨﾝｸとﾞは円滑な事業承継、幸福な家族づくりに向けて行う対話である。
会社にガバナンスがあるように、ファミリーにもガバナンスをつくり、ファミリービジネスをファミリーで支えることを目的とするしくみで
ある。
ファミリーミーティングでは、相続を物の相続ととらえるのではなく、相続を事業の発展、家の繁栄を実現する機会ととらえる。
創業者の事業への思い、家族への思いを振り返り、創業者の思いをより創造的に未来につなげるかを課題として対話し、その結
果を物の相続にどう反映するかということを話し合った。
創業者は何を望んでいたか、相続で何を実現することが創業者の思いにつながるかをこのミーティングで深堀した。
その結果実現したことは下記のとおりである。

創業者は事業の発展を第一とした。そのため従業員を家族のように思ってきた。現金を多額に遺したが、現金は事業に活かすた
めのものと考え、家族にもその現金を自由にさせることがなかった。
創業者の思いを実現するためには、株は、現社長（長女）の長男（A君）につなげるために、長女がすべてを取得することとした。
また現金は私的な財産ととらえるのではなく、事業のための資金ととらえ、現社長がすべてを取得することとなった。
また、家の相続について、次世代はA君を家長とすることを決め、Ａ君につなげるため、現金以外の不動産も長女がすべて取得
することとなった。
長男は自身と家族の生涯設計に必要な資金として1億円のみを相続することとした。
通常、遺産分割協議では、法定相続分を基準として協議が進むことが多い。ﾌｧﾐﾘｰﾐｰﾃｨﾝｸﾞでは、家の相続（繁栄）、事業の承
継（発展）をその目的とするため、分割の基準は法定相続分とは大きく異なる。また、相続人間で分割の目的を共有しているた
め、分割の争いを避けることができ、次世代の育成についても話し合うことができた。
ﾌｧﾐﾘｰﾐｰﾃｨﾝｸﾞ当初、分割での対立が想定され、長女からも懸念があがっていたが、話し合い開始から約8か月かけて目的に沿っ
た分割にすることができた。

発表者 / 所属

角田祥子/税理士法人ネクサス
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■ 事例研究発表               ８１０号室 （第２部） 

    

 

テーマ

相続人のライフプランから考える
遺産分割方針の決定

コメント

遺産分割におけるシュミレーションの手法は多様であるが、紛争性がなく、各相続人からの協力が得やすいような
状況であれば、各相続人のファイナンシャルプランニングの要素を加えた検討も、一考の価値があるのではない
か。（副次的に、その後の相続人との関係を保ちやすくなるという面もある。）

事例発表

・相続人が分割方針を確定させる前に、各相続人の資産と収支について、現状のバランスシートとキャッシュフ
ローを確認する。
・あわせて各相続人の今後のファイナンシャル・ゴールを確認し、各人のキャッシュフローの変化なども加味して、
各人の資産の中長期の推移の予測を立てる。
・遺産分割について、各相続人のおおまかな意向を反映させた場合の、各人のバランスシートとキャッシュフロー
への影響を検討する。
・変化したバランスシートとキャッシュフローによって、中長期の推移の予測がどのような影響を受けるかを検討す
る。
・以上の検討を通して、相続人のおおまかな意向通りに遺産分割した場合の、全体的な影響についてレビューす
る。

問題点整理

・相続の発生によって、相続人のバランスシートとキャッシュフローにはどのような影響が出るか？
・それらの影響によって、相続人のライフプランは中長期的にどんなインパクトを受けるか？
・現時点では支障なく見える分割方針が、将来にわたってもそのままであり続けるか？

問題解決へのアプローチ

遺産分割は、相続時のある一点における、被相続人から相続人への資産の移動である。
その意味では、特定の時点での分け方のバランスという、「点」での思考となりやすい。
しかし、被相続人の人生は相続の時点で終わるが、相続人の人生はその後も継続する。
時間軸をもう少し長くとった「線」で考えた場合には、また異なった視点が得られる。

被相続人である父（享年74歳）の相続が発生し、自宅不動産と金融資産が遺された。
相続人は姉（48歳）と弟（44歳）の2名で、紛争性はない。
相続人間で確定した遺産分割の方針はないが、おおまかな意向は持っている。

発　表　概　要

発表者 / 所属

赤阪研史 / ｸﾛｰﾊﾞｰｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ株式会社

前提情報
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■ オープンセミナー 

                                   

【日本相続学会 オープンセミナー 開催記録 （2020.1～）】     （敬称略） 

№ 開催日 テーマ 講師 所 属 ジャンル 

62 

2021.1.28 

被相続人の生前における預貯金

の引出(いわゆる「使途不明

金」)に関する考察 

宮田百枝 
弁護士 

麹町共同法律事務所 
法務 

63 
やってみた。自筆証書遺言保管

制度 
竹内裕詞 

弁護士 

さくら総合法律事務所 
法務 

64 2021.7.14 

令和３年民法 ･不動産登記法改

正と相続実務 

～相続財産管理容易化 ･相続登

記義務 ･土地所有権放棄～ 

小柳春一郎 

 

 

獨協大学法学部 教授 法務 

 
 

 

■ ブロック活動 

 

【東海ブロック部会】                        （敬称略） 

開催日 テーマ 講 師 所属／職業 

2021.5.25 オンラインでライフプランをつくる 酒井利直 
ヒューマンスキルコンサ

ルタント 

2021.9.10 がんで亡くなる時代の終活とは？ 堀田由浩 
統合医療希望クリニック 

院長 

 

【関西ブロック部会】                          （敬称略） 

開催日 テーマ 講 師 所属／職業 

2021.8.18 
これから求められる承継寄付の実務家とは

～メッセンジャーとしての重要な役割～ 
三浦美樹 

一般社団法人日本承継寄

付協会 代表理事  
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■ メールマガジン“日本相続学会発「円満かつ円滑に」” 

 

2020.11～2021.10 

通算 年 月 テーマ 執筆者 

64 2020 11 日本相続学会・学会賞の発表 広報委員会 

65  12 著書ご紹介 広報委員会 

66 2021 1 広報委員会からのお知らせ 広報委員会 

67  2 不動産の評価に関する問題 佐々木好一 

68  3 不動産の評価が問題になった事例の紹介 佐々木好一 

69  4 相続分の譲渡と遺留分の関係についての判例の紹介 佐々木好一 

70  5 サラリーマンＯＢの充実シニアライフ構築術 その１ 

ライフマネープラン 

酒井利直 

71  6 サラリーマンＯＢの充実シニアライフ構築術 その２ 

幸福寿命を延ばす 

酒井利直 

72  7 サラリーマンＯＢの充実シニアライフ構築術 その３ 

やるべき終活・考えるべき終活 

酒井利直 

73  8 サラリーマンＯＢの充実シニアライフ構築術 その 4 

家族の揉め事を抑えるコンフリクト・マネジメント 

酒井利直 

74  9 令和３年民法・不動産登記法改正と相続実務（１） 

相続登記義務 

小柳春一郎 

75  10 令和３年民法・不動産登記法改正と相続実務（２） 

共有不動産の無断使用 

小柳春一郎 

 

一般向けのメールマガジンを 2015年 7月より配信開始いたしました。 

月に一回のペースで発信中。ご登録をお願いいたします。（無料） 

①「まぐまぐ」を検索（http://www.mag2.com/） 

②上段にて「日本相続学会」を検索 

③メールアドレスを入力して登録完了。 
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■ 学会賞選考委員会ならびに表彰規程 

 
(目的・総則) 
第１条 本学会に、論文賞、論説賞、著作賞、業績賞を設け、日本相続学会会員（以下、
「本会会員」とする。）を表彰することにより、円満かつ円滑な相続が広く社会に普及
し、国民生活の向上に寄与することを目的とする。本規程は、日本相続学会の表彰運営事
務の詳細について規程する。 
 
(賞の種類) 
第２条 学会賞の種類は次の通りとする。 
 一 論文賞 
 二 論説賞 
三 著作賞 

 四 業績賞 
 
(論文賞) 
第３条 論文賞は、過去２年間の日本相続学会学会誌において、相続に関する研究論文を
発表し、本学会の発展に著しい貢献をしたと認められる本会会員に授与する。 
 
(論説賞) 
第４条 論説賞は、過去２年間の日本相続学会学会誌において、相続に関する論説を発表
し、本学会の発展に著しい貢献をしたと認められる本会会員に授与する。 
 
(著作賞) 
第５条 著作賞は、過去２年間に相続に関する著しい貢献をしたと認められる学術的な著
作または、相続問題の啓発及び教育に著しい貢献をしたと認められる実務的な著作を発表
した本会会員に授与する。 
 
(業績賞) 
第６条 業績賞は、相続に関する取り組みおよびそれにかかる制度等に関して、社会的な
評価を受け、又は将来の発展に寄与すると認められる業績を発表した本会会員に授与す
る。 
 
(学会賞選考委員会) 
第７条 表彰に関わる委員会として学会賞選考委員会(以下「委員会」という。)を設置す
る。 
２ 本委員会は、論文賞、論説賞、著作賞、業績賞について書類選考を行う。 
３ 委員会は８名以内の委員をもって構成する。 
４ 委員長・副委員長・委員は、理事会において選出する。 
５ 委員は、会員の中から学会を構成する諸分野の均衡に留意して理事会が選任し、会長
が委嘱する。 
６ 委員長は委員会を統括し、副委員長は委員長を補佐する。 
７ 委員長・副委員長・委員の任期は2年とし、再任を妨げない。 
 
(選考手続) 
第８条 委員会は毎年、会告等の方法により、会員に対し、上記４賞に相応しい者の推薦
を依頼する。委員会は、各賞の候補者を理事会に推薦し、理事会が授賞者を決定する。 
 
(学会賞) 
第９条 各賞について、賞状を贈呈する。 
 
(表彰) 
第１０条 学会賞は、選考委員会の報告に基づいて理事会において決定し、原則として毎
年の通常総会又は研究大会において授賞理由を公表し、これを授与する。 
 
改訂履歴 
平成27年12月15日施行 
平成30年6月4日改訂 
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■ 優秀事例研究賞表彰規程 

 
（目的・総則） 
第１条 日本相続学会優秀事例研究賞（以下「優秀事例研究賞」という。）は、日本相続
学会会員（以下、「本会会員」という。）の優れた実践活動を掘り起こすとともに、他の
模範とすることによって、「円満かつ円滑な相続」の社会への普及に寄与することを目的
とする。   
 
（選考基準） 
第２条 優秀事例研究賞は、過去２年間の日本相続学会学会誌において、相続に関する事
例研究を発表し、本学会の発展に著しい貢献をしたと認められる本会会員に授与する。 
 
（選考手続） 
第３条 優秀事例研究賞の選考にあたっては、学会賞選考委員会（以下「委員会」とい
う。）が、その任にあたる。 
２ 委員会は、学会誌に掲載された事例研究を前条の基準により審査する。委員会は、候
補者を理事会に推薦し、理事会が授賞者を決定する。 
 
（表彰） 
第４条 優秀事例研究賞は、毎年度１回選考を行うこととする。 
２ 優秀事例研究賞には、賞状を贈呈する。 
３ 原則として、毎年の通常総会又は研究大会において授賞理由を公表し、これを授与す
る。 
   
（規程の改廃） 
第５条 この規程の改廃は、委員会の議を経て、理事会の承認を得なければならない。 
 
令和２年８月２６日施行 
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■ 会場配置図 (１０月２２日・２３日：日本教育会館) 

 
 

７階 

 

   

８階 

 

 

 

 
 

中会議室(主会場) 

事例研究発表 

事例研究発表 
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                      賛助広告のご支援をいただき   

ありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2021年 10月 22 日 

 

 

■第９回研究大会実行委員会 
〒460-0003 

名古屋市中区錦 2-4-3 錦パークビル 2階 

さくら総合法律事務所内 

TEL：052-265-6663 

 

■一般社団法人日本相続学会 事務局 

〒101-0021 

東京都千代田区外神田 6-9-6 平川会計パートナーズ内 

FAX050-3730-8835 

Email▶ info@souzoku-gakkai.jp 

URL▶ https://souzoku-gakkai.jp/ 

mailto:info@souzoku-gakkai.jp
URL▶%20https:/souzoku-gakkai.jp


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円満かつ円滑な相続 


